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１．研究概要（目的・狙いなど） 

私たちは、日本人特有の「もったいない」という概念の対象が、近年モノから時間にシフトし、また ICT の発展により、働き方に

おいても時間の短縮や効率化が進められていることに着目した。時間の効率的利用や生産性向上等を目的に、テレワークをはじ

め多様な働き方が進められている中、働く側にとって効果的な働き方、また日本人の属性に合う働き方はどのような働き方なのか

と疑問を抱いた。 

研究を進めるに当たり、私たちは働き方のパターンとして、対面で働くときを「オフィス」、非対面で働くときを「自宅」と設定し、

「個人プロジェクト」と「チームプロジェクト」をそれぞれ「オフィス」と「自宅」で取り組む際の効果の違いを検証した。効果の対象として、

働く側の心理面を主に「モチベーション」「貢献感」「安心感」「責任感」とし、日本人の属性と照らし合わせて考察した。本研究結

果から実際にテレワークを導入している、または導入予定の企業に向け、多様な働き方における効果やプランを提案する。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

日本人にとって昔からオフィスに行って仕事をするということが当たり前であり、現代でもオフィス勤務が一般的である。しかし、日

本では「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」「育児や介護との両立」など、働く側のニーズの多様化に直面している。それら

の改善に取組む「働き方改革」では、イノベーションによる生産性向上とともに、労働

者の就業機会の拡大や意欲・能力を存分に発揮できる環境を作ることを目指してい

る。（厚生労働省より）また、「働き方改革」のひとつであるテレワークの研究として、

「テレワーカーの 7 割前後は生産性の向上を報告」Diane E. Bailey et al.

（2002）や「通勤困難な人材の雇用機会の増加」日本テレワーク協会

（1999）など、企業へのテレワークの効果に対する期待が多く見られる。 

しかし、2017 年のテレワーク導入企業割合は 13.9%で、雇用型テレワーカー

（実際に制度を利用している人）の割合はわずか 9.0％と低い。テレワークは、企



業と働き手双方にメリットが見込まれ、政府は人々のワーク・ライフ・バランスの向上のため、2020 年に向けてテレワーク導入企業

割合を上げる目標を立てている。（図表 1) 

３．研究テーマの課題 

企業視点のテレワークに関する先行研究は多数あるが、労働者視点の研究はあまり見られない。私たちは、労働環境の見直

しが進められている中で、テレワークを利用していない人の働き方に対する意識がテレワークを活用する際の大きな鍵になると考え

る。これより、場所や人数構成による働き方の違いにおいて、労働者視点から「モチベーション」「貢献感」「安心感」「責任感」等

の心理面を意識より考察することは研究意義がある。 

さらに、将来の働き手である学生は多様な働き方についてどのように考えているのか。また、日本人の属性を踏まえ、集団から

離れ非対面で行うテレワークは彼らにどのように映るのかにも疑問を抱いた。 

そこで、私たちは「日本人にとって効果的な働き方とは」をリサーチクエスチョンに、心理面において日本人の属性に合う働き方を

意識調査から掘り下げた。 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

リサーチクエスチョンの答えを探るために、仕事環境に影響される働き手の心理面として「モチベーション」「貢献感」「安心感」

「責任感」の 4 つに着目し、先行研究を元に私たちが導いた仮説が次の 4 つである。 

仮説１「モチベーションは、オフィスでプロジェクトを進める方が高まる」 

（直接的な交流がモチベーションを高める１番の要因であると考える） 

仮説 2「会社への貢献感は、オフィスでプロジェクトを進める方が高まる」 

仮説 3「部署とつながっているという安心感は、オフィスでプロジェクトを進める方が高まる」 

（オフィスにいることが会社への帰属意識を高め、それにより自身の存在意義が高まることが貢献感と安心感に繋がると考える） 

仮説 4「責任感は、個人でプロジェクトを進める方が強くなる」 

（チームプロジェクトであれば責任の分散と連帯責任があり責任の振り幅があるが、個人プロジェクトは全責任を１人で負うしか

ないと考える） 

これらの仮説より、働き方の違いにおいての心理面に関する意識を明らかにし、リサーチクエスチョンを解明する。 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

Google Form を利用し、①日本人大学生・社会人対象の働き方による心理的変動の意識調査（大学生 56 名、社会

人 40 名）、②テレワーカー対象のテレワークの実態調査（テレワークを利用している社会人 10 名）、③社会人対象のテレワ

ークに対する意識調査（社会人 70 名）のオンラインアンケートを実施した。 

調査①では、働き方を「個人でするか、チームでするか」「自宅でするか、オフィスでするか」に分けマトリクス化し（図表２）、

「個人プロジェクト＠自宅」「個人プロジェクト＠オフィス」「チームプロジェクト＠自宅」「チームプロジェクト＠オフィス」の 4 つのパター

ンで考え、仕事に取り組む上で、「モチベーション」(図表３ 本アン

ケートより抜粋)「貢献感」「安心感」「責任感」は働き方で変わるの

かについて調査した。 



また調査①では、被験者に以下のシチュエーションを想像したうえで回答してもらう意識調査である。 

あなたは、ある企業に勤めています。そこでは、1 人で新企画を考え、作業をする個人プロジェクトや、複数メンバーで新企画発案

や作業をするチームプロジェクトがあります。あなたが、それぞれのプロジェクトに、ずっとオフィスで参加する場合と、主に自宅から参

加する場合を、それぞれに想像して答えてください。 

【プロジェクト内容】 

〈期間〉1 ヶ月間  

〈メンバー〉個人プロジェクトの場合：あなた  

チームプロジェクトの場合：上司 2 人、同期 2 人、あなた  

〈プロジェクトの規模〉個人プロジェクトの場合：50 万円の利益創出 チームプロジェクトの場合：250 万円の利益創出 

調査②では、「テレワークを行った理由」「テレワークの利用形態」「オフィスに向かう頻度とその実態に対する意見」を調査した。 

調査③では、「職場におけるテレワーク利用者の有無」「テレワーカーと働く上で気になる点」「テレワーカーとどのようにコミュニケーシ

ョンをとっていきたいか」について調査した。 

６．結果や今後の取り組み 

４つの仮説を検証した結果、仮説 1「モチベーションは、オフィスでプロジェクトを進める方が高まる」、仮説 2「会社への貢献感

は、オフィスでプロジェクトを進める方が高まる」、仮説 3「部署と繋がっているという安心感は、オフィスでプロジェクトを進める方が高

まる」は支持される結果となった。仮説 4「責任感は、個人でプロジェクトを進める方が強くなる」のみ、「オフィス」でプロジェクトを進

める方が責任感が強まる結果となり、支持されなかった。 

全体のまとめとして、心理面において日本人は、働く際、チームか個

人かというよりも、対面か非対面かを重要視することがわかった。また本

研究から、日本人は、チームプロジェクトをオフィスで進める働き方が、最

も効果的な働き方と考えていることがわかった。同時に、非対面で働くこ

とに不安を感じていることがわかり、私たちは、働き手は働く上でコミュニ

ケーションのとりやすさを重視するのではないかと考えた。（図表４） 

そこでコミュニケーションのとりやすさ（業務情報の共有のしやすさ・業

務情報以外の交流のしやすさ）に対するアンケートを調査①と同じ方法で行ったところ、「オフィス」でプロジェクトを進める働き方、

つまり、対面であることがコミュニケーションのとりやすさにつながると考えていた。 

時間の短縮など「効率的」に仕事をすることを可能にするテレワークだが、今回の意識調査では，テレワークがオフィスワークを

上回るという結果は観察できなかった。このことから、テレワークは働き手にとって不安が残る働き方であるといえる。 

現代社会において多様な働き方を推進していく必要がある中、私たちが実際に非対面や個人で働かざるを得なくなった時に何

を考慮すればよいのか。本研究から、非対面で働く際の帰属意識の高まりやモチベーション向上は対面と比べてみられなかったこと

から、テレワークをする時のコミュニケーションの取り方として、テレワーカーが会社への帰属意識やモチベーションを高めるために、社

章や社内報の活用やテレワーカーとオフィス間の相互声援システム等を提案する。 

今後の取り組みとしては、本研究から提案する相互声援システムをテレワークを導入している、または導入予定の企業へ提唱、

また外国人を対象に調査し、日本人と比較することでグローバル社会においての働き方を考察する。 
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